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(57)【要約】
【課題】後端節輪及び前端節輪の製造時の精度が高い内
視鏡湾曲部及びその製造方法を提供することにある。
【解決手段】湾曲部５では最も操作部３側の節輪である
後端節輪１１Ａ及び最も先端部６側の節輪である前端節
輪１１Ｂの円環化を行う前の後端節輪準備体１１Ａａ及
び前端節輪準備体１１Ｂａの小径部準備部４１ａと大径
部準備部４２ａとの間に切破り部５２ａ及び切抜き部５
３ａを設けている。このため、後端節輪準備体１１Ａａ
及び前端節輪準備体１１Ｂａの円環化を行う際、小径部
４１と大径部４２の周長差によって生じる変形を防止す
ることができる。これにより、後端節輪１１Ａ及び前端
節輪１１Ｂの製造時の精度を向上させることができる。
【選択図】図１１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内視鏡の挿入部の軸方向に並設された複数の節輪がそれぞれ回動可能に連結された湾曲
管と、
　湾曲管の外周を被覆する外皮と、
　からなる内視鏡湾曲部であって、
　複数の前記節輪の中で前端節輪及び後端節輪のうち少なくともいずれか一方は、同軸で
互いに径の異なる２つの円筒部と、２つの前記円筒部のうち小径な第１の円筒部と前記第
１の円筒部よりも大径な第２の円筒部との間に形成される段差部と、を備え、前記節輪を
展開した平板状の節輪準備体を円環化した段付き節輪で形成され、
　前記段差部は、前記円筒部の周方向の一部に前記第１の円筒部と前記第２の円筒部が連
続する段曲げ部を有し、前記段曲げ部以外の部分に前記第１の円筒部と前記第２の円筒部
が不連続な不連続部、又は、前記不連続部で前記第１の円筒部と前記第２の円筒部とを接
合させた接合部の少なくともいずれか一方を有することを特徴とする内視鏡湾曲部。
【請求項２】
　前記不連続部は、前記段付き節輪の軸方向について隙間が存在しない切破り部と、前記
段付き節輪の軸方向について隙間が存在する切抜き部と、を有することを特徴とする請求
項１に記載の内視鏡湾曲部。
【請求項３】
　前記段差部での前記第１の円筒部と前記第２の円筒部の間の段差は前記段付き節輪の肉
厚以下であり、
　前記切破り部は、前記第１の円筒部の端面と前記第２の円筒部の端面とが互いに突き当
たっている突当たり部であることを特徴とする請求項２に記載の内視鏡湾曲部。
【請求項４】
　前記段付き節輪は、
　前記段曲げ部を２つに分けるとともに、前記段曲げ部から前記第１の円筒部又は前記第
２の円筒部のいずれか一方に向けて、前記段付き節輪の軸方向に沿って形成される第１の
軸方向不連続部と、
　前記段曲げ部と前記不連続部の間から第１の軸方向不連続部と同じ方向に向けて、前記
段付き節輪の軸方向に沿って形成される第２の軸方向不連続部と、
　前記第１の軸方向不連続部の前記段曲げ部と反対側の端部と前記第２の軸方向不連続部
の前記段曲げ部と反対側の端部とを結び、前記段付き節輪の周方向に沿って形成される周
方向不連続部と、
　前記周方向不連続部と前記段曲げ部との間に形成される凸部と、
　を備え、
　前記第１の軸方向不連続部、又は、周方向不連続部の少なくともいずれか一方は、前記
凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成されて
いる側の前記円筒部とを接合させた凸部接合部であることを特徴とする請求項１に記載の
内視鏡湾曲部。
【請求項５】
　前記第１の軸方向不連続部は、前記段付き節輪の周方向について隙間が存在せず、かつ
、前記凸部の端面と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連続部
が形成されている側の前記円筒部の端面とが互いに突き当たっている第１の凸部突当たり
部であり、
　前記周方向不連続部は、前記段付き節輪の軸方向について隙間が存在せず、かつ、前記
凸部の端面と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成
されている側の前記円筒部の端面とが互いに突き当たっている第２の凸部突当たり部であ
ることを特徴とする請求項４に記載の内視鏡湾曲部。
【請求項６】
　前記段曲げ部は、前記第１の軸方向不連続部と前記第２の軸方向不連続部の間に形成さ
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れる第１の段曲げ部と、前記段曲げ部の中で前記第１の段曲げ部以外の部分に形成される
第２の段曲げ部と、を２つの前記段曲げ部の段差が同一でない状態で有するとともに、
　前記第１の軸方向不連続部、前記第２の軸方向不連続部及び前記周方向不連続部で、前
記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成され
ている側の前記円筒部と、の間の段差が前記第１の円筒部、前記第２の円筒部及び前記凸
部の肉厚と同一であり、
　前記第１の軸方向不連続部は、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の
中で前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部とが互いに重なりあっている重
ね合わせ部であることを特徴とする請求項４に記載の内視鏡湾曲部。
【請求項７】
　前記第１の段曲げ部には、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で
前記周方向不連続部が形成されていない側の前記円筒部と、の間の段差がなく、かつ、前
記凸部は、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成され
ていない側の前記円筒部と同一円筒面上に形成されることを特徴とする請求項６に記載の
内視鏡湾曲部。
【請求項８】
　前記接合部および前記凸部接合部は溶接で接合されていることを特徴とする請求項１か
ら請求項７のいずれかに記載の内視鏡湾曲部。
【請求項９】
　同軸で互いに径の異なる２つの円筒部と、２つの前記円筒部のうち小径な第１の円筒部
と前記第１の円筒部よりも大径な第２の円筒部の間に段差部が形成される段付き節輪の製
造方法であって、
　前記段付き節輪の第１の円筒部を形成する第１の円筒部準備部と、前記段付き節輪の前
記第２の円筒部を形成する第２の円筒部準備部と、を有する前記段付き節輪を平板状に展
開させた節輪準備体を、金属板からプレス加工により形成する工程と、
　前記節輪準備体の前記第１の円筒部準備部と前記第２の円筒体準備部の間に段差部を形
成する工程と、
　前記節輪準備体をＵ字曲げ加工及びＯ字曲げ加工によって円環化を行う工程と、
　円環化後に前記第１の円筒部及び前記第２の円筒部の両端を接合して前記段付き節輪を
形成する工程と、
　を備え、
　前記段差部を形成する前記工程は、前記円筒部の周方向の一部に前記第１の円筒部準備
部と前記第２の円筒部準備部が不連続な不連続部を形成する工程を行った後に、前記段差
部の前記不連続部以外の部分に前記第１の円筒部準備部と前記第２の円筒部準備部とが連
続する段曲げ部を形成する工程であることを特徴とする段付き節輪の製造方法。
【請求項１０】
　前記不連続部を形成する前記工程は、前記第１の円筒部準備部と前記第２の円筒部準備
部との間に隙間が存在しない切破り部を形成する工程と、前記第１の円筒部準備部と前記
第２の円筒部準備部との間に隙間が存在する切抜き部を形成する工程であることを特徴と
する請求項９に記載の段付き節輪の製造方法。
【請求項１１】
　前記段差部を形成する前記工程は、前記段差部での前記第１の円筒部準備部と前記第２
の円筒部準備部の間の段差は前記段付き節輪の肉厚以下に形成する工程を含むとともに、
　前記節輪準備体の円環化を行う前記工程は、前記切破り部に前記第１の円筒部の端面と
前記第２の円筒部の端面とが互いに突き当たっている突当たり部を形成する工程を含み、
　前記節輪準備体の円環化を行う前記工程の後に、前記突当たり部で前記第１の円筒部と
前記第２の円筒部を接合して接合部を形成する工程を有することを特徴とする請求項１０
に記載の段付き節輪の製造方法。
【請求項１２】
　前記節輪構成体の円環化を行う前記工程の前に、
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　前記段曲げ部を２つに分けるとともに、前記段曲げ部から前記第１の円筒部準備部又は
前記第２の円筒部準備部のいずれか一方に向けて、前記段付き節輪の軸方向に沿って形成
される第１の軸方向不連続部を形成する工程と、
　前記段曲げ部と前記不連続部の間から第１の軸方向不連続部と同じ方向に向けて、前記
段付き節輪の軸方向に沿って形成される第２の軸方向不連続部を形成する工程と、
　前記第１の軸方向不連続部の前記段曲げ部と反対側の端部と前記第２の軸方向不連続部
の前記段曲げ部と反対側の端部とを結び、前記段付き節輪の周方向に沿って形成される周
方向不連続部を形成する工程と、
　前記周方向不連続部と前記段曲げ部との間に形成される凸部を形成する工程と、
　を備え、
　前記節輪構成体の円環化を行う前記工程の後に、前記第１の軸方向不連続部、又は、周
方向不連続部の少なくともいずれか一方で、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２
の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部と、を接合させて凸
部接合部を形成する工程を有することを特徴とする請求項９に記載の段付き節輪の製造方
法。
【請求項１３】
　前記第１の軸方向不連続部、前記第２の軸方向不連続部を形成する前記工程は、前記段
付き節輪の周方向について前記凸部と、前記第１の円筒部準備部又は前記第２の円筒部準
備部の中で前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部準備部と、の間に隙間が
存在する第１の軸方向切抜き部、第２の軸方向切抜き部を形成する工程であるとともに、
　前記周方向不連続部を形成する工程は、前記段付き節輪の軸方向について前記凸部と、
前記第１の円筒部準備部又は前記第２の円筒部準備部の中で前記周方向不連続部が形成さ
れている側の前記円筒部準備部と、の間に隙間が存在しない周方向切破り部を形成する工
程であり、
　前記節輪構成体の円環化を行う前記工程は、前記第１の軸方向切抜き部、周方向切破り
部に、前記凸部の端面と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向切破
り部が形成されている側の前記円筒部の端面とが、互いに段差のない状態で突き当たって
いる第１の凸部突当たり部、第２の凸部突当たり部を形成する工程を含むことを特徴とす
る請求項１２に記載の段付き節輪の製造方法。
【請求項１４】
　前記第１の軸方向不連続部、前記第２の軸方向不連続部を形成する前記工程は、前記段
付き節輪の周方向について前記凸部と、前記第１の円筒部準備部又は前記第２の円筒部準
備部の中で前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部準備部と、の間に隙間が
存在しない第１の軸方向切破り部、第２の軸方向切破り部を形成する工程であるとともに
、
　前記周方向不連続部を形成する工程は、前記段付き節輪の軸方向について前記凸部と、
前記第１の円筒部準備部又は前記第２の円筒部準備部の中で前記周方向不連続部が形成さ
れている側の前記円筒部準備部と、の間に隙間が存在しない周方向切破り部を形成する工
程であり、
　前記段曲げ部を形成する前記工程は、
　前記第１の軸方向切破り部と前記第２の軸方向切破り部の間に第１の段曲げ部を、前記
段曲げ部の中で前記第１の段曲げ部以外の部分に第２の段曲げ部を、２つの前記段曲げ部
の段差が同一でない状態で形成する工程と、
　前記第１の軸方向切破り部、前記第２の軸方向切破り部及び前記周方向切破り部で、前
記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向切破り部が形成され
ている側の前記円筒部と、の間の段差を前記第１の円筒部、前記第２の円筒部及び前記凸
部の肉厚と同一に形成する工程と、
　を含み、
　前記節輪構成体の円環化を行う前記工程は、前記第１の軸方向切破り部に、前記凸部と
、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向切破り部が形成されている側
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の前記円筒部とが、重なり合っている重ね合わせ部を形成する工程を含むことを特徴とす
る請求項１２に記載の段付き節輪の製造方法。
【請求項１５】
　前記第１の段曲げ部を形成する前記工程は、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第
２の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成されていない側の前記円筒部と、の間の段差
がない状態で、前記凸部を、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不
連続部が形成されていない側の前記円筒部と同一円筒面上に形成する工程であることを特
徴とする請求項１４に記載の段付き節輪の製造方法。
【請求項１６】
　前記節輪構成体の両端を接合する前記工程、前記接合部を形成する前記工程及び前記凸
部接合部を形成する前記工程は溶接によって行われる工程であることを特徴とする請求項
９から請求項１５のいずれかに記載の段付き節輪の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡の挿入部に設けられ、湾曲作動される内視鏡湾曲部及び段付き節輪の
製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、内視鏡は体腔内に挿入される細長い挿入部を有する。挿入部は、細長く可撓性
を有する可撓管と、この可撓管の先端側に接続され、湾曲作動される湾曲部と、この湾曲
部の先端側に接続された先端部から構成されている。図３７は、湾曲部を構成する湾曲管
１０１の構造を示す図である。図３７に示すように、湾曲部の湾曲管１０１は、円筒状の
複数の節輪１０２を互いに回動可能に連結することで形成される。内視鏡湾曲部は基端部
側で可撓管と、先端部側で先端部と連結している。したがって、最も操作部側の節輪であ
る後端節輪１０２Ａを可撓管と、最も先端部側の節輪である前端節輪１０２Ｂを先端部と
結合させる必要がある。
【０００３】
　図３８は、湾曲部１００の後端節輪１０２Ａと可撓管１１０の先端部との連結部の構造
を示す図である。図３８に示すように、可撓管１１０は内層側から螺旋管１１１、網状管
１１２、外皮１１３を積層させて形成される。湾曲部１００の湾曲管１０１の外周面には
外皮チューブ１０３が被覆されている。可撓管１１０と湾曲部１００を連結する際、可撓
管１１０の螺旋管１１１及び網状管１１２と後端節輪１０２Ａとの間は接続管１１５を介
して連結される。接続管１１５は、前端側に小径な第１の円筒部１１６が形成され、後端
側に大径な第２の円筒部１１７が形成される。接続管１１５の第２の円筒部１１７は網状
管１１２の外周面側に外嵌される状態で螺旋管１１１及び網状管１１２と嵌合し、後端節
輪１０２Ａは接続管１１５の第１の円筒部１１６の外周面側に外嵌される状態で接続管１
１５と嵌合する。このため、後端節輪１０２Ａの接続管１１５との嵌合部の径は網状管１
１２の径より大きくなっている。後端節輪１０２Ａの接続管１１５との嵌合部以外の部分
の径は、節輪１０２との連結のため節輪１０２の径と同程度であり、これは網状管１１２
の径と同程度である。したがって、後端節輪１０２Ａの接続管１１５との嵌合部の径は後
端節輪１０２Ａの他の部分の径よりも大きくなっている。これにより、後端節輪１０２Ａ
は小径部１０５と、小径部１０５より径が大きい大径部１０６とを有し、小径部１０５と
大径部１０６の間には段差部１０７が設けられている。可撓管１１０の外皮１１３と湾曲
部１００の外皮チューブ１０３との連結部は、外皮１１３及び外皮チューブ１０３を糸巻
きにより累縛した上から樹脂部１１４が被覆されている。
【０００４】
　最も先端部側の節輪である前端節輪１０２Ｂも、後端節輪１０２Ａと同様の構造をして
いて、小径部１０５及び先端部との嵌合部である大径部１０６を有し、小径部１０５と大
径部１０６の間には段差部１０７が設けられている。
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【０００５】
　後端節輪１０２Ａ及び前端節輪１０２Ｂの製造方法として、図３９乃至図４１に示す方
法がある。これは、まず、図３９に示すような節輪を展開した平板状の節輪準備体１２０
をプレス加工等により形成する。節輪準備体１２０は、後端節輪１０２Ａにおいて小径部
１０５を形成する小径部準備部１０５ａと、後端節輪１０２Ａにおいて大径部１０６を形
成する大径部準備部１０６ａと、を有する。
【０００６】
　次に、図４０（Ａ）（Ｂ）に示すように、節輪準備体１２０の小径部準備部１０５ａと
大径部準備部１０６ａとの間に段差部１０７を形成する。その後、図４１に示すように、
Ｕ字状に曲げるＵ字曲げ加工を行った後、節輪準備体１２０を円環化するＯ字曲げ加工を
行うことにより、小径部１０５及び大径部１０６を形成して、節輪準備体１２０の円環化
を行う方法である。
【０００７】
　また、別の製造方法として図４３（Ａ）～（Ｄ）に示す方法がある。これは、まず、図
４３（Ａ）に示すような平板状の節輪準備体１２０をプレス加工等により形成する。そし
て、図４３（Ｂ）に示すように、節輪準備体１２０をＵ字状に曲げるＵ字曲げ加工を行っ
た後、節輪準備体１２０を円環化するＯ字曲げ加工を行う。円環化した後、節輪準備体１
２０の両端を接合部１２１でＹＡＧレーザー等により突合せ溶接で接合する。そして、図
４３（Ｃ）（Ｄ）に示すように、節輪準備体１２０に小径部１０５と大径部１０６とを形
成する。同時に、小径部１０５と大径部１０６との間に段差部１０７を形成する方法があ
る。
【０００８】
　特許文献１では薄板状の帯体をプレス加工によって円環化して節輪を形成し、複数の節
輪を回動可能に連結した内視鏡湾曲部の構造が示されている。
【特許文献１】実公昭６１－２１０４２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上述のように、後端節輪１０２Ａ及び前端節輪１０２Ｂの製造方法として、予め板状の
節輪準備体１２０に段差部１０７をプレス加工によって形成した後に、節輪準備体１２０
を円環化する方法、又は、節輪準備体１２０を円環化した後に段差部１０７をプレス加工
で形成する方法がある。しかし、節輪準備体１２０に段差部１０７を形成した後に円環化
場合は、段差部１０７が形成されていない平板の節輪準備体１２０を円環化する場合に比
べ、曲げ加工時に大きな荷重が必要である。また、図４２（Ａ）（Ｂ）に示すように、曲
げ加工の際、小径部１０５と大径部１０６の周長差によって段差部１０７に変形が生じや
すい。
【００１０】
　一方、円環化を行った後に段差部１０７を形成する場合は、図４３（Ｃ）（Ｄ）に示す
ように、段差部１０７を形成する際に節輪準備体１２０の接合部１２１で破断や隙間が生
じやすい。また、後端節輪１０２Ａ及び前端節輪１０２Ｂの径が不均一になりやすい。
【００１１】
　本発明は上記課題に着目してなされたものであり、その目的とするところは、最も操作
部側の節輪及び最も先端部側の節輪の製造時の精度が高い内視鏡湾曲部及びその製造方法
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記目的を達成するため、請求項１の発明は、内視鏡の挿入部の軸方向に並設された複
数の節輪がそれぞれ回動可能に連結された湾曲管と、湾曲管の外周を被覆する外皮と、か
らなる内視鏡湾曲部であって、複数の前記節輪の中で前端節輪及び後端節輪のうち少なく
ともいずれか一方は、同軸で互いに径の異なる２つの円筒部と、２つの前記円筒部のうち
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小径な第１の円筒部と前記第１の円筒部よりも大径な第２の円筒部との間に形成される段
差部と、を備え、前記節輪を展開した平板状の節輪準備体を円環化した段付き節輪で形成
され、前記段差部は、前記円筒部の周方向の一部に前記第１の円筒部と前記第２の円筒部
が連続する段曲げ部を有し、前記段曲げ部以外の部分に前記第１の円筒部と前記第２の円
筒部が不連続な不連続部、又は、前記不連続部で前記第１の円筒部と前記第２の円筒部と
を接合させた接合部の少なくともいずれか一方を有することを特徴とする内視鏡湾曲部で
ある。
【００１３】
　請求項２の発明は、前記不連続部は、前記段付き節輪の軸方向について隙間が存在しな
い切破り部と、前記段付き節輪の軸方向について隙間が存在する切抜き部と、を有するこ
とを特徴とする請求項１に記載の内視鏡湾曲部である。
【００１４】
　請求項９の発明は、同軸で互いに径の異なる２つの円筒部と、２つの前記円筒部のうち
小径な第１の円筒部と前記第１の円筒部よりも大径な第２の円筒部の間に段差部が形成さ
れる段付き節輪の製造方法であって、前記段付き節輪の第１の円筒部を形成する第１の円
筒部準備部と、前記段付き節輪の前記第２の円筒部を形成する第２の円筒部準備部と、を
有する前記段付き節輪を平板状に展開させた節輪準備体を、金属板からプレス加工により
形成する工程と、前記節輪準備体の前記第１の円筒部準備部と前記第２の円筒体準備部の
間に段差部を形成する工程と、前記節輪準備体をＵ字曲げ加工及びＯ字曲げ加工によって
円環化を行う工程と、円環化後に前記第１の円筒部及び前記第２の円筒部の両端を接合し
て前記段付き節輪を形成する工程と、を備え、前記段差部を形成する前記工程は、前記円
筒部の周方向の一部に前記第１の円筒部準備部と前記第２の円筒部準備部が不連続な不連
続部を形成する工程を行った後に、前記段差部の前記不連続部以外の部分に前記第１の円
筒部準備部と前記第２の円筒部準備部とが連続する段曲げ部を形成する工程であることを
特徴とする段付き節輪の製造方法である。
【００１５】
　請求項１０の発明は、前記不連続部を形成する前記工程は、前記第１の円筒部準備部と
前記第２の円筒部準備部との間に隙間が存在しない切破り部を形成する工程と、前記第１
の円筒部準備部と前記第２の円筒部準備部との間に隙間が存在する切抜き部を形成する工
程であることを特徴とする請求項９に記載の段付き節輪の製造方法である。
【００１６】
　そして、本請求項１及び本請求項２の発明の内視鏡湾曲部及び本請求項９及び本請求項
１０の段付き節輪の製造方法では、段付き節輪の円環化を行う前の節輪準備体の第１の円
筒部準備部と第２の円筒部準備部との間に段差部の一部を形成する不連続部を設けること
により、節輪準備体の円環化を行う際、第１の円筒部と第２の円筒部の周長差によって生
じる変形を防止することができる。これにより、段付き節輪の製造時の精度を向上させる
ことができる。
【００１７】
　請求項３の発明は、前記段差部での前記第１の円筒部と前記第２の円筒部の間の段差は
前記段付き節輪の肉厚以下であり、前記切破り部は、前記第１の円筒部の端面と前記第２
の円筒部の端面とが互いに突き当たっている突当たり部であることを特徴とする請求項２
に記載の内視鏡湾曲部である。
【００１８】
　請求項１１の発明は、前記段差部を形成する前記工程は、前記段差部での前記第１の円
筒部準備部と前記第２の円筒部準備部の間の段差は前記段付き節輪の肉厚以下に形成する
工程を含むとともに、前記節輪準備体の円環化を行う前記工程は、前記切破り部に前記第
１の円筒部の端面と前記第２の円筒部の端面とが互いに突き当たっている突当たり部を形
成する工程を含み、前記節輪準備体の円環化を行う前記工程の後に、前記突当たり部で前
記第１の円筒部と前記第２の円筒部を接合して接合部を形成する工程を有することを特徴
とする請求項１０に記載の段付き節輪の製造方法である。
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【００１９】
　そして、本請求項３の発明の内視鏡湾曲部及び本請求項１１の発明の段付き節輪の製造
方法では、段付き節輪の第１の円筒部と第２の円筒部との段差が、段付き節輪の肉厚以下
に形成されているため、不連続部では第１の円筒部と第２の円筒部が互いに突き当たった
状態で、他の部材を設けることなく接合される。これにより、第１の円筒部と第２の円筒
部とを接合して接合部を形成する工程を簡略化することができる。
【００２０】
　請求項４の発明は、前記段付き節輪は、前記段曲げ部を２つに分けるとともに、前記段
曲げ部から前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部のいずれか一方に向けて、前記段付き
節輪の軸方向に沿って形成される第１の軸方向不連続部と、前記段曲げ部と前記不連続部
の間から第１の軸方向不連続部と同じ方向に向けて、前記段付き節輪の軸方向に沿って形
成される第２の軸方向不連続部と、前記第１の軸方向不連続部の前記段曲げ部と反対側の
端部と前記第２の軸方向不連続部の前記段曲げ部と反対側の端部とを結び、前記段付き節
輪の周方向に沿って形成される周方向不連続部と、前記周方向不連続部と前記段曲げ部と
の間に形成される凸部と、を備え、前記第１の軸方向不連続部、又は、周方向不連続部の
少なくともいずれか一方は、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で
前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部とを接合させた凸部接合部であるこ
とを特徴とする請求項１に記載の内視鏡湾曲部である。
【００２１】
　請求項１２の発明は、前記段付き節輪については、前記節輪構成体の円環化を行う前記
工程の前に、前記段曲げ部を２つに分けるとともに、前記段曲げ部から前記第１の円筒部
準備部又は前記第２の円筒部準備部のいずれか一方に向けて、前記段付き節輪の軸方向に
沿って形成される第１の軸方向不連続部を形成する工程と、前記段曲げ部と前記不連続部
の間から第１の軸方向不連続部と同じ方向に向けて、前記段付き節輪の軸方向に沿って形
成される第２の軸方向不連続部を形成する工程と、前記第１の軸方向不連続部の前記段曲
げ部と反対側の端部と前記第２の軸方向不連続部の前記段曲げ部と反対側の端部とを結び
、前記段付き節輪の周方向に沿って形成される周方向不連続部を形成する工程と、前記周
方向不連続部と前記段曲げ部との間に形成される凸部を形成する工程と、を備え、前記節
輪構成体の円環化を行う前記工程の後に、前記第１の軸方向不連続部、又は、周方向不連
続部の少なくともいずれか一方で、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部
の中で前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部と、を接合させて凸部接合部
を形成する工程を有することを特徴とする請求項９に記載の段付き節輪の製造方法である
。
【００２２】
　請求項５の発明は、前記第１の軸方向不連続部は、前記段付き節輪の周方向について隙
間が存在せず、かつ、前記凸部の端面と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で
前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部の端面とが互いに突き当たっている
第１の凸部突当たり部であり、前記周方向不連続部は、前記段付き節輪の軸方向について
隙間が存在せず、かつ、前記凸部の端面と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中
で前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部の端面とが互いに突き当たってい
る第２の凸部突当たり部であることを特徴とする請求項４に記載の内視鏡湾曲部である。
【００２３】
　請求項１３の発明は、前記第１の軸方向不連続部、前記第２の軸方向不連続部を形成す
る前記工程は、前記段付き節輪の周方向について前記凸部と、前記第１の円筒部準備部又
は前記第２の円筒部準備部の中で前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部準
備部と、の間に隙間が存在する第１の軸方向切抜き部、第２の軸方向切抜き部を形成する
工程であるとともに、前記周方向不連続部を形成する工程は、前記段付き節輪の軸方向に
ついて前記凸部と、前記第１の円筒部準備部又は前記第２の円筒部準備部の中で前記周方
向不連続部が形成されている側の前記円筒部準備部と、の間に隙間が存在しない周方向切
破り部を形成する工程であり、前記節輪構成体の円環化を行う前記工程は、前記第１の軸
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方向切抜き部、周方向切破り部に、前記凸部の端面と、前記第１の円筒部又は前記第２の
円筒部の中で前記周方向切破り部が形成されている側の前記円筒部の端面とが、互いに段
差のない状態で突き当たっている第１の凸部突当たり部、第２の凸部突当たり部を形成す
る工程を含むことを特徴とする請求項１２に記載の段付き節輪の製造方法である。
【００２４】
　そして、本請求項５の発明の内視鏡湾曲部及び本請求項１３の発明の段付き節輪の製造
方法では、段付き節輪の節輪準備体に凸部を設けることで、節輪準備体の円環化を行った
後、第１の軸方向切抜き部、周方向切破り部で、凸部と第１の円筒部又は第２の円筒部の
中で周方向切破り部が形成されている側の円筒部とが、互いに段差なく突き当たっていて
、第１の凸部突当たり部、第２の凸部突当たり部を形成している。このため、段差部での
第１の円筒部と第２の円筒部の段差が段付き節輪の肉厚より大きい場合でも、凸部と第１
の円筒部又は第２の円筒部の中で周方向切破り部が形成されている側の円筒部とが、第１
の凸部突当たり部、第２の凸部突当たり部で互いに段差なく突き当たった状態で、他の部
材を設けることなく接合される。これにより、第１の凸部突当たり部、第２の凸部突当た
り部を接合する工程を簡略化するとともに、より強度な凸部接合部を形成することができ
る。
【００２５】
　請求項６の発明は、前記段曲げ部は、前記第１の軸方向不連続部と前記第２の軸方向不
連続部の間に形成される第１の段曲げ部と、前記段曲げ部の中で前記第１の段曲げ部以外
の部分に形成される第２の段曲げ部と、を２つの前記段曲げ部の段差が同一でない状態で
有するとともに、前記第１の軸方向不連続部、前記第２の軸方向不連続部及び前記周方向
不連続部で、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連
続部が形成されている側の前記円筒部と、の間の段差が前記第１の円筒部、前記第２の円
筒部及び前記凸部の肉厚と同一であり、前記第１の軸方向不連続部は、前記凸部と、前記
第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成されている側の前記
円筒部とが互いに重なりあっている重ね合わせ部であることを特徴とする請求項４に記載
の内視鏡湾曲部である。
【００２６】
　請求項７の発明は、前記第１の段曲げ部には、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記
第２の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成されていない側の前記円筒部と、の間の段
差がなく、前記凸部は、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連続
部が形成されていない側の前記円筒部と同一円筒面上に形成されることを特徴とする請求
項６に記載の内視鏡湾曲部である。
【００２７】
　請求項１４の発明は、前記第１の軸方向不連続部、前記第２の軸方向不連続部を形成す
る前記工程は、前記段付き節輪の周方向について前記凸部と、前記第１の円筒部準備部又
は前記第２の円筒部準備部の中で前記周方向不連続部が形成されている側の前記円筒部準
備部と、の間に隙間が存在しない第１の軸方向切破り部、第２の軸方向切破り部を形成す
る工程であるとともに、前記周方向不連続部を形成する工程は、前記段付き節輪の軸方向
について前記凸部と、前記第１の円筒部準備部又は前記第２の円筒部準備部の中で前記周
方向不連続部が形成されている側の前記円筒部準備部と、の間に隙間が存在しない周方向
切破り部を形成する工程であり、前記段曲げ部を形成する前記工程は、前記第１の軸方向
切破り部と前記第２の軸方向切破り部の間に第１の段曲げ部を、前記段曲げ部の中で前記
第１の段曲げ部以外の部分に第２の段曲げ部を、２つの前記段曲げ部の段差が同一でない
状態で形成する工程と、前記第１の軸方向切破り部、前記第２の軸方向切破り部及び前記
周方向切破り部で、前記凸部と、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方
向切破り部が形成されている側の前記円筒部と、の間の段差を前記第１の円筒部、前記第
２の円筒部及び前記凸部の肉厚と同一に形成する工程と、を含み、前記節輪構成体の円環
化を行う前記工程は、前記第１の軸方向切破り部に、前記凸部と、前記第１の円筒部又は
前記第２の円筒部の中で前記周方向切破り部が形成されている側の前記円筒部とが、重な
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り合っている重ね合わせ部を形成する工程を含むことを特徴とする請求項１２に記載の段
付き節輪の製造方法である。
【００２８】
　請求項１５の発明は、前記第１の段曲げ部を形成する前記工程は、前記凸部と、前記第
１の円筒部又は前記第２の円筒部の中で前記周方向不連続部が形成されていない側の前記
円筒部と、の間の段差がない状態で、前記凸部を、前記第１の円筒部又は前記第２の円筒
部の中で前記周方向不連続部が形成されていない側の前記円筒部と同一円筒面上に形成す
る工程であることを特徴とする請求項１４に記載の段付き節輪の製造方法である。
【００２９】
　そして、本請求項６及び本請求項７の発明の内視鏡湾曲部及び本請求項１４及び本請求
項１５の発明の段付き節輪の製造方法では、段付き節輪の節輪準備体の凸部と、第１の円
筒部又は第２の円筒部の中で周方向切破り部が設けられている側の円筒部と、の段差を第
１の円筒部、第２の円筒部、凸部の肉厚と同一に形成している。円環化を行った後、凸部
と第１の円筒部又は第２の円筒部の中で周方向切破り部が設けられている側の円筒部とが
、第１の軸方向切破り部で互いに重なり合っていて、重ね合わせ部を形成する。このため
、凸部と、第１の円筒部又は第２の円筒部の中で周方向切破り部が設けられている側の円
筒部とが、重ね合わせ部で他の部材を設けることなく接合される。これにより、重ね合わ
せ部を接合する工程を簡略化するとともにより強度な凸部接合部を形成することができる
。
【００３０】
　請求項８の発明は、前記接合部、前記第１の凸部接合部及び前記第２の凸部接合部は溶
接で接合されていることを特徴とする請求項１から請求項７のいずれかに記載の内視鏡湾
曲部である。
【００３１】
　請求項１６の発明は、前記節輪構成体の両端を接合する前記工程、前記接合部を形成す
る前記工程及び前記凸部接合部を形成する前記工程は溶接によって行われる工程であるこ
とを特徴とする請求項９から請求項１５のいずれかに記載の段付き節輪の製造方法である
。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明によると、最も操作部側の節輪及び最も先端部側の節輪の製造時の精度が高い内
視鏡湾曲部及びその製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
　以下、本発明の第１の実施形態を図１乃至図１６を参照して説明する。
【００３４】
　図１は内視鏡１全体の構成を示す図である。内視鏡１は体腔内に挿入する細長い挿入部
２と、この挿入部２の基端側に接続された操作部３とを有する。挿入部２は、細長く可撓
性を有する可撓管４と、この可撓管４の先端側に接続された湾曲部５と、この湾曲部５の
先端側に接続された先端部６から構成されている。操作部３には湾曲部５の湾曲操作を行
う操作ノブ７等が設けられている。
【００３５】
　図２は湾曲部５の内部構造を示す図である。湾曲部５は湾曲管１０と湾曲管１０の外周
面に被覆されるゴム材等の柔軟性のある外皮チューブ１２を有する。湾曲管１０は、最も
操作部３側に後端節輪１１Ａを、最も先端部６側に前端節輪１１Ｂを配設し、後端節輪１
１Ａと前端節輪１１Ｂの間に複数の円環状の節輪１１を挿入部２の長手方向に並設するこ
とで形成されている。前後の節輪１１の間は回動可能に連結されている。
【００３６】
　次に節輪１１について説明する。節輪１１は、図３Ａに示すような平板状の節輪準備体
１１ａから形成される。節輪準備体１１ａは金属平板の薄板をプレス加工等することによ
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り形成される。図３Ａに示すように、節輪準備体１１aは本体部２１を有する。図３Ｂに
示すように、本体部２１をＵ字状に曲げるＵ字曲げ加工を行う。その後、図４（Ａ）（Ｂ
）に示すように本体部２１を円環化するＯ字曲げ加工を行うことで、節輪円環体１１ｂが
形成される。節輪円環体１１ｂでは、軸方向に沿って不連続部３１aが形成されている。
不連続部３１aで本体部２１の両端を接合することにより、図５に示すような節輪１１が
形成される。節輪１１は、不連続部３１ａで本体部２１の両端を接合した接合部３１を有
する。
【００３７】
　また、図３Ａ乃至図５に示すように、本体部２１の一端側には突出部舌片部２２が突出
した状態で配設されている。図５に示すように、円環化を行った後の節輪１１を形成した
状態では、突出部舌片部２２は節輪１１の周方向に１８０°離れた位置に配設されるよう
になっている。図６（Ａ）は、突出部舌片部２２の断面図（図５のＶＩＡ－ＶＩＡ線断面
図）である。図６（Ａ）において、矢印Ａの向きが節輪１１の径方向内向きとなる。図６
（Ａ）に示すように、各突出部舌片部２２の径方向の厚さｔ１は本体部２１の径方向の厚
さｔ２の半分となっており、各突出部舌片部２２は本体部２１の内周面側に配設される。
各突出部舌片部２２の外側面中央部には突出部２３が外向きに突設されている。突出部２
３は、例えば、バーリング加工で形成される。各突出部２３はリング状で、その高さｔ３

は本体部２１の径方向の厚さｔ２の半分となっている。
【００３８】
　図３Ａ乃至図５に示すように、本体部２１の突出部舌片部２２と反対側には一対の貫通
孔舌片部２６が突出した状態で配設されている。図５に示すように、円環化を行った後の
状態では、貫通孔舌片部２６は節輪１１の周方向に１８０°離れた位置に配設されている
。節輪１１では、一対の貫通孔舌片部２６は、一対の突出部舌片部２２とは本体部２１の
周方向に互いに９０°ずれて配設されている。図６（Ｂ）は貫通孔舌片部２６の断面図（
図５のＶＩＢ－ＶＩＢ線断面図）である。図６（Ｂ）において、矢印Ｂの向きが節輪１１
の径方向内向きとなる。図６（Ｂ）に示すように、各貫通孔舌片部２６の径方向の厚さｔ

４は本体部２１の径方向の厚さｔ２の半分となっており、各貫通孔舌片部２６は本体部２
１の外周面側に配設されている。各貫通孔舌片部２６の中央部には受け部としての貫通孔
２７が形成されている。
【００３９】
　図５に示すように、本体部２１には、湾曲部５を湾曲作動させるための操作ワイヤーが
挿通される２つのワイヤー受け３２が本体部２１と一体的に形成されている。ワイヤー受
け３２は、本体部２１の周壁において周方向に延びている２本のスリットを形成し、２本
のスリットの間の帯状部分を径方向内向きにＣ字状に突出させることで形成される。ワイ
ヤー受け３２は節輪１１の周方向に対して、貫通孔舌片部２６が配置されている位置に対
応して配置されている。
【００４０】
　図７に示すように、湾曲管１０の隣り合う両節輪１１では、一方の節輪１１の突出部舌
片部２２の突出部２３と他方の節輪１１の貫通孔舌片部２６の貫通孔２７とが互いに連結
されて、連結部を形成している。両節輪１１の連結部を中心に両節輪１１は回動可能とな
る。また、隣り合う両節輪１１において、一方の節輪１１の一対のワイヤー受け３２と他
方の節輪１１の一対のワイヤー受け３２とは、湾曲管１０の周方向に互いに９０°ずれて
配置されている。即ち、湾曲管１０において、節輪１１の周方向に対して９０°ずれた４
つの位置にワイヤー受け３２が配置されている。各ワイヤー受け３２に挿通される各操作
ワイヤーにより、湾曲管１０は４つの方向に湾曲操作されるようになっている。なお、本
実施形態において湾曲管１０は４つの方向に湾曲される構成となっているが、２つの方向
に湾曲される構成であってもよい。
【００４１】
　次に、最も操作部３側の節輪である後端節輪１１Ａについて説明する。後端節輪１１Ａ
は、図８に示すような平板状の後端節輪準備体１１Ａａから形成される。後端節輪準備体
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１１Ａａは、金属平板の薄板をプレス加工等することにより形成される。図８に示すよう
に、後端節輪準備体１１Ａａは、小径部準備部４１ａと、大径部準備部４２ａと、を有す
る。大径部準備部４２ａの後端節輪１１Ａの周方向（図８乃至図１６で矢印Ｃ方向。本実
施形態において、以下同様とする。）についての長さは、小径部準備部４１ａより長くな
っている。図１５及び図１６は後端節輪１１Ａの構成を示す図である。図１５及び図１６
に示すように、後述する工程により後端節輪１１Ａを形成した状態では、小径部準備部４
１ａは径が節輪１１と同程度の小径部４１となり、大径部準備部４２ａは径が小径部より
大きい大径部４２となる。
【００４２】
　図８に示すように、小径部準備部４１ａの大径部準備部４２ａと反対側の端部には一対
の突出部舌片部２２が突出した状態で配設されている。突出部舌片部２２にはバーリング
加工により突出部２３が形成されている。後端節輪１１Ａの突出部２３は、節輪１１に形
成される突出部２３（図６参照）と同一の構成となっている。後述する工程により後端節
輪１１Ａを形成した状態では、突出部舌片部２２が後端節輪１１Ａの周方向に１８０°離
れた位置に配設される。後端節輪１１Ａは突出部舌片部２２の突出部２３で、隣り合う節
輪１１の貫通孔舌片部２６の貫通孔２７と連結する。なお、小径部４１には、図１５に示
すように、節輪１１と同様の一対のワイヤー受け３２が突出部舌片部２２とは後端節輪１
１Ａの周方向に９０°ずれて設けられている。
【００４３】
　後端節輪１１Ａを形成する際、図９に示すように、後端節輪準備体１１Ａａの小径部準
備部４１ａと大径部準備部４２ａの間の一部に、後端節輪１１Ａの周方向に沿って切破り
部５２ａ及び切抜き部５３ａを形成する。切破り部５２ａはシャーリングで裁断すること
で形成される。図１０（Ａ）は、図９の１０Ａ－１０Ａ線断面図である。図１０（Ａ）に
示すように、切破り部５２ａでは、小径部準備部４１ａと大径部準備部４２ａの間は不連
続だが、小径部準備部４１ａと大径部準備部４２ａが互いに突き当たっている。図１０（
Ｂ）は、図９の１０Ｂ－１０Ｂ線断面図である。図１０（Ｂ）に示すように、切抜き部５
３ａでは小径部準備部４１ａと大径部準備部４２ａとの間に隙間が存在する。
【００４４】
　図１１は、図９に示す後端節輪準備体１１Ａａに段差を形成した状態を示す図である。
図１１に示すように、後端節輪準備体１１Ａａの小径部準備部４１ａと大径部準備部４２
ａの間の切破り部５２ａ、切抜き部５３ａ以外の部分に、後端節輪１１Ａの周方向に沿っ
て段曲げ部５１を形成する。本実施形態での段曲げ部５１は、絞り加工で、後端節輪１１
Ａの軸方向（図８乃至図１６で矢印Ｅ方向。本実施形態において以下同様とする。）に材
料の移動がない条件で形成されている。段曲げ部５１を形成することによって、小径部準
備部４１ａと大径部準備部４２ａの間に段曲げ部５１、切破り部５２ａ及び切抜き部５３
ａによって、後端節輪１１Ａの周方向に沿って段差部５０が形成される。図１２（Ａ）は
、図１１の１２Ａ－１２Ａ線断面図である。図１２（Ａ）に示すように、段差部５０では
、小径部準備部４１ａと大径部準備部４２ａの間に後端節輪１１Ａの径方向（図８乃至図
１６で矢印Ｄ方向。本実施形態において、以下同様とする。）に段差ｄ１有する。ここで
、段差ｄ１は、小径部準備部４１ａ及び大径部準備部４２ａの肉厚ｔ以下に形成されてい
る。図１２（Ａ）に示すように、段曲げ部５１では小径部準備部４１ａと大径部準備部４
２ａとが連続している。
【００４５】
　図１１に示すように、後端節輪１１Ａの周方向について段曲げ部５１の両端側には切抜
き部５３ａが形成される。切破り部５２ａは、切抜き部５３ａの後端節輪１１Ａの周方向
について段曲げ部５１と反対側に形成される。図１２（Ｂ）は、図１１の１２Ｂ－１２Ｂ
線断面図である。図１２（Ｂ）に示すように、切破り部５２ａでは小径部準備部４１ａと
大径部準備部４２ａの間は不連続だが、後端節輪１１Ａの軸方向についての隙間はほとん
ど存在しない。したがって、切破り部５２ａでは小径部準備部４１ａと大径部準備部４２
ａは間に段差ｄ１を有する状態で、互いに突き当たっている。図１２（Ｃ）は、図１１の
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１２Ｃ－１２Ｃ線断面図である。図１２（Ｃ）に示すように、切抜き部５３ａでは、小径
部準備部４１ａと大径部準備部４２ａとの間に後端節輪１１Ａの軸方向についての隙間が
存在する。
【００４６】
　そして、小径部準備部４１ａ及び大径部準備部４２ａをＵ字状に曲げるＵ字曲げ加工を
行い、その後、小径部準備部４１ａ及び大径部準備部４２ａを円環化するＯ字曲げ加工を
行うことで、図１３に示すような後端節輪円環体１１Ａｂが形成される。円環化を行った
後、小径部準備部４１ａによって径が節輪１１と同程度の小径部４１が形成され、大径部
準備部４２ａによって径が小径部４１より大きい大径部４２が形成される。後端節輪準備
体１１Ａａでは切破り部５２ａ、及び切抜き部５３ａが設けられていることにより、円環
化を行う際に、小径部４１と大径部４２の周長差によって生じる変形が防止される。
【００４７】
　図１３に示すように、後端節輪円環体１１Ａｂでは、小径部４１に軸方向に沿って小径
部不連続部４５ａが、大径部４２に軸方向に沿って大径部不連続部４６ａ形成されている
。小径部不連続部４５ａで小径部準備部４１ａの両端を、大径部不連続部４６ａで大径部
準備部４２ａの両端を、例えばレーザー溶接によって接合する。図１５に示すように、小
径部不連続部４５ａを接合することで後端節輪１１Ａの小径部接合部４５が形成され、大
径部不連続部４６ａを接合することで後端節輪１１Ａの大径部接合部４６が形成される。
【００４８】
　また、後端節輪円環体１１Ａｂは、後端節輪準備体１１Ａａの段曲げ部５１によって形
成される段曲げ部５１と、切抜き部５３ａによって形成される段差不連続部５３と、を有
する。段曲げ部５１では、円環化する前の状態と同様に、小径部４１と大径部４２とが段
差ｄ１を有した状態で連続している。段差不連続部５３では、円環化する前の切抜き部５
３ａの状態と同様に、小径部４１と大径部４２との間に後端節輪１１Ａの軸方向について
の隙間が存在する。
【００４９】
　図１４は、図１３の１４－１４線断面図である。段差部５０での小径部４１と大径部４
２との段差ｄ１は、小径部４１及び大径部４２の肉厚ｔ以下に形成されているため、図１
４に示すように、円環化を行った後、切破り部５２ａでは小径部４１と大径部４２の間に
後端節輪１１Ａの径方向についての隙間は存在しない。また、切破り部５２ａでは小径部
４１と大径部４２の間に後端節輪１１Ａの軸方向についての隙間も存在しない。したがっ
て、円環化を行った後、切破り部５２ａでは小径部４１と大径部４２が互いに突き当たっ
ている突当たり部５２ｂが形成される。そして、図１３に示すように、小径部４１と大径
部４２が互いに突き当たっている突当たり部５２ｂで、小径部４１と大径部４２とを、例
えばレーザー溶接（丸スポットにより図示）により接合する。図１５に示すように、突当
たり部５２ｂを接合することで後端節輪１１Ａの段差接合部５２が形成される。以上の工
程により後端節輪１１Ａが形成される。
【００５０】
　なお、接合は必ずしもレーザー接合により行う必要はない。例えば、段差部５０での小
径部４１と大径部４２との段差が、小径部４１及び大径部４２の肉厚ｔより大きい場合は
、円環化を行った後、切破り部５２ａでは小径部４１と大径部４２の間に後端節輪１１Ａ
の径方向についての隙間が存在するため、小径部４１と大径部４２が互いに突き当たって
いない。この場合、例えば半田付け等により別部材を設けることによって、小径部４１及
び大径部４２を接合する。また、円環化を行ったあと切破り部５２ａは必ずしも接合しな
くてもよい。
【００５１】
　次に、最も先端部６側の節輪である前端節輪１１Ｂの構成について説明する。前端節輪
１１Ｂでは、後端節輪１１Ａで小径部４１の一端側に突出した状態で配設されている突出
部舌片部２２の代わりに、貫通孔舌片部２６が配設されている。前端節輪１１Ｂは貫通孔
舌片部２６の貫通孔２７で、隣り合う節輪１１の突出部舌片部２２の突出部２３と連結す
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る。なお、前端節輪１１Ｂに貫通孔舌片部２６ではなく突出部舌片部２２が配設されても
よい。この場合、後端節輪１１Ａには突出部舌片部２２ではなく、貫通孔舌片部２６が配
設される。
【００５２】
　なお、前端節輪１１Ｂのその他の構成及び製造方法は後端節輪１１Ａと同様であるため
、前端節輪１１Ｂについては後端節輪１１Ａと同一の参照符号を付してその説明を省略す
る。
【００５３】
　次に、上記構成の湾曲部５の作用について説明する。
【００５４】
　湾曲部５では、最も操作部３側の節輪である後端節輪１１Ａ及び最も先端部６側の節輪
である前端節輪１１Ｂが小径部４１及び大径部４２を有する。そして、円環化を行う前の
後端節輪準備体１１Ａａ及び前端節輪準備体１１Ｂａの小径部準備部４１ａと大径部準備
部４２ａとの間には段差部５０が設けられている。段差部５０は切破り部５２ａ及び切抜
き部５３ａを有する。後端節輪準備体１１Ａａ及び前端節輪準備体１１Ｂａの円環化を行
う際、切破り部５２ａ及び切抜き部５３ａが設けられていることにより、小径部４１と大
径部４２の周長差によって生じる変形が防止される。
【００５５】
　段差部５０での小径部４１と大径部４２との段差ｄ１は、小径部４１及び大径部４２の
肉厚ｔ以下に形成されているため、円環化を行った後、切破り部５２ａでは小径部４１と
大径部４２の間に後端節輪１１Ａの径方向についての隙間は存在しない。また、切破り部
５２ａでは小径部４１と大径部４２の間に後端節輪１１Ａの軸方向についての隙間も存在
しない。したがって、円環化を行った後、切破り部５２ａでは小径部４１と大径部４２が
互いに突き当たった状態の突当たり部５２ｂが形成される。これにより、突当たり部５２
ｂで、小径部４１と大径部４２が他の部材を設けることなく接合される。
【００５６】
　そこで、上記構成の湾曲部５については以下の効果を奏する。すなわち、湾曲部５では
最も操作部３側の節輪である後端節輪１１Ａ及び最も先端部６側の節輪である前端節輪１
１Ｂの円環化を行う前の後端節輪準備体１１Ａａ及び前端節輪準備体１１Ｂａの小径部準
備部４１ａと大径部準備部４２ａとの間に切破り部５２ａ及び切抜き部５３ａを設けるこ
とにより、後端節輪準備体１１Ａａ及び前端節輪準備体１１Ｂａの円環化を行う際、小径
部４１と大径部４２の周長差によって生じる変形を防止することができる。これにより、
後端節輪１１Ａ及び前端節輪１１Ｂの製造時の精度を向上させることができる。
【００５７】
　また、段差部５０での小径部４１と大径部４２との段差ｄ１は、小径部４１及び大径部
４２の肉厚ｔ以下に形成されているため、円環化を行った後、切破り部５２ａでは小径部
４１と大径部４２が互いに突き当たった状態の突当たり部５２ｂが形成される。これによ
り、突当たり部５２ｂで小径部４１と大径部４２が他の部材を設けることなく接合され、
小径部４１と大径部４２を接合する工程を簡略化することができる。
【００５８】
　次に本発明の第２の実施形態について図１７乃至図２５を参照して説明する。本実施形
態では第１の実施形態の湾曲部５の構成を次の通り変更したものである。なお、第１の実
施形態と同一の部分については同一の符号を付して、その説明は省略する。
【００５９】
　最も操作部３側の節輪である後端節輪６０Ａについて説明する。後端節輪６０Ａは、図
１７に示すような平板状の後端節輪準備体６０Ａａから形成される。後端節輪準備体６０
Ａａは、金属平板の薄板をプレス加工等することにより形成される。図１７に示すように
、後端節輪準備体６０Ａａは、小径部準備部６１ａと、大径部準備部６２ａと、を有する
。図２５は後端節輪６０Ａの構成を示す図である。図２５に示すように、後述する工程に
より後端節輪６０Ａを形成した状態では、小径部準備部６１ａは径が節輪１１と同程度の
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小径部６１となり、大径部準備部６２ａは径が小径部６１より大きい大径部６２となる。
【００６０】
　図１７に示すように、小径部準備部６１ａの大径部準備部６２ａと反対側には一対の突
出部舌片部２２が配設されている。突出部舌片部２２にはバーリング加工により突出部２
３が形成されている。後述する工程により後端節輪６０Ａを形成した状態では、突出部舌
片部２２が後端節輪６０Ａの周方向に１８０°離れた位置に配設される。後端節輪６０Ａ
は突出部舌片部２２の突出部２３で、隣り合う節輪１１の貫通孔舌片部２６の貫通孔２７
と連結する。また、図２５に示すように、小径部６１には一対のワイヤー受け３２が突出
部舌片部２２とは小径部６１の周方向に互いに９０°ずれて設けられている。
【００６１】
　後端節輪６０Ａを形成する際、まず、図１７に示すように、後端節輪準備体６０Ａａの
大径部準備部６２ａに、第１の切破り部６７ａ、第１の切抜き部６６ａ（開口）及び第２
の切抜き部６８ａ（開口）を形成する。第１の切抜き部６６ａ及び第２の切抜き部６８ａ
は後端節輪６０Ａの軸方向（図１７乃至図２５で矢印Ｆ方向。本実施形態において、以下
同様とする。）に沿って、第１の切破り部６７ａは後端節輪６０Ａの周方向（図１７乃至
図２５で矢印Ｇ方向。本実施形態において、以下同様とする。）に沿って形成されている
。第１の切破り部６７ａ、第１の切抜き部６６ａ、第２の切抜き部６８ａを形成すること
で、第１の切破り部６７ａと小径部準備部６１ａとの間に凸部６４が形成される。また、
小径部準備部６１ａと大径部準備部６２ａの間には、後端節輪６０Ａの周方向に沿って第
２の切破り部７４ａが形成されている。第１の切破り部６７ａ及び第２の切破り部７４ａ
はシャーリングで裁断することで形成される。図１８（Ａ）は、図１７の１８Ａ－１８Ａ
線断面図である。図１８（Ａ）に示すように、第１の切破り部６７ａでは、大径部準備部
６２ａと凸部６４の間は不連続だが、大径部準備部６２ａと凸部６４は互いに突き当たっ
ている。図１８（Ｂ）は、図１７の１８Ｂ－１８Ｂ線断面図である。図１８（Ｂ）に示す
ように、第２の切破り部７４ａでは、小径部準備部６１ａと大径部準備部６２ａの間は不
連続だが、小径部準備部６１ａと大径部準備部６２ａが互いに突き当たっている。図１９
は、図１７の１９－１９線断面図である。図１９に示すように、第１の切抜き部６６ａ及
び第２の切抜き部６８ａでは大径部準備部６２ａと凸部６４との間に隙間が存在する。
【００６２】
　図２０は、図１７の後端節輪準備体６０Ａａに段差を形成した状態を示す図である。図
２０に示すように、小径部準備部６１ａと凸部６４との間に第１の段曲げ部７１を形成す
る。後端節輪準備体６０Ａａの小径部準備部６１ａと大径部準備部６２ａの間の第１の段
曲げ部７１、第２の切破り部７４ａ以外の部分には、後端節輪６０Ａの周方向に沿って第
２の段曲げ部７２が形成される。本実施形態では、第１の段曲げ部７１及び第２の段曲げ
部７２は共に、絞り加工で、後端節輪６０Ａの軸方向に材料の移動がない状態で形成され
ている。第１の段曲げ部７１及び第２の段曲げ部７２を形成することによって、第１の段
曲げ部７１、第２の段曲げ部７２及び第２の切破り部７４ａによって、後端節輪６０Ａの
周方向に沿って段差部７０が形成される。段差部７０の形成後、凸部６４は大径部準備部
６２ａと同一平面上に配置される。
【００６３】
　図２１（Ａ）は、図２０の２１Ａ－２１Ａ線断面図である。図２１（Ａ）に示すように
、段差部７０では、小径部準備部６１ａと大径部準備部６２ａの間に段差ｄ２有する。こ
こで、段差ｄ２は、小径部準備部６１ａ及び大径部準備部６２ａの肉厚ｔより大きく形成
されている。図２１（Ａ）に示すように、第２の段曲げ部７２では小径部準備部６１ａと
大径部準備部６２ａとが連続している。
【００６４】
　図２１（Ｂ）は、図２０の２１Ｂ－２１Ｂ線断面図である。図２１（Ｂ）に示すように
、第１の段曲げ部７１は小径部準備部６１ａと凸部６４との間に形成され、第１の段曲げ
部７１で小径部準備部６１ａと凸部６４は連続している。後端節輪６０Ａの周方向につい
て、第１の段曲げ部７１の第２の段曲げ部７２と反対側には第２の切破り部７４ａが形成
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されている。図２１（Ｃ）は、図２０の２１Ｃ－２１Ｃ線断面図である。図２１（Ｃ）に
示すように、第２の切破り部７４ａでは小径部準備部６１ａと大径部準備部６２ａは不連
続であるが、小径部準備部６１ａと大径部準備部６２ａとの間に後端節輪６０Ａの軸方向
について隙間はほとんど存在しない。一方、段差部７０での段差ｄ２が小径部準備部６１
ａ及び大径部準備部６２ａの肉厚ｔより大きく形成されているため、第２の切破り部７４
ａでは後端節輪６０Ａの径方向（図１７乃至図２５で矢印Ｈ方向。本実施形態において、
以下同様とする。）について隙間が存在する。
【００６５】
　そして、小径部準備部６１ａ及び大径部準備部６２ａをＵ字状に曲げるＵ字曲げ加工を
行い、その後、小径部準備部６１ａ及び大径部準備部６２ａを円環化するＯ字曲げ加工を
行うことで、図２２に示すような後端節輪円環体６０Ａｂが形成される。円環化を行った
後、小径部準備部６１ａによって径が節輪１１と同程度の小径部６１が形成され、大径部
準備部６２ａによって径が小径部６１より大きい大径部６２が形成される。後端節輪準備
体６０Ａａでは第１の切破り部６７ａ、第２の切破り部７４ａ、第１の切抜き部６６ａ及
び第２の切抜き部６８ａが設けられていることにより、円環化を行う際に、小径部６１と
大径部６２の周長差によって生じる変形が防止される。
【００６６】
　図２２に示すように、後端節輪円環体６０Ａｂでは、小径部６１に軸方向に沿って小径
部不連続部４５ａが、大径部６２に軸方向に沿って大径部不連続部４６ａ形成されている
。小径部不連続部４５ａで小径部準備部６１ａの両端を、大径部不連続部４６ａで大径部
準備部６２ａの両端を、例えばレーザー溶接によって接合する。図２５に示すように、小
径部不連続部４５ａを接合することで後端節輪６０Ａの小径部接合部４５が形成され、大
径部不連続部４６ａを接合することで後端節輪６０Ａの大径部接合部４６が形成される。
【００６７】
　また、後端節輪円環体６０Ａｂは、後端節輪準備体６０Ａａの第１の段曲げ部７１によ
って形成される第１の段曲げ部７１と、第２の段曲げ部７２によって形成される第２の段
曲げ部７２と、第２の切破り部７４ａによって形成される段差不連続部７４と、第２の切
抜き部６８ａによって形成される凸部不連続部６８と、を有する。第１の段曲げ部７１で
は、円環化する前の状態と同様に、小径部６１と凸部６４とが段差ｄ２を有した状態で連
続している。第２の段曲げ部７２では、円環化する前の状態と同様に、小径部６１と大径
部６２とが段差ｄ２を有した状態で連続している。凸部不連続部６８では、円環化する前
の第２の切抜き６８ａの状態と同様に、大径部６２と凸部６４との間に後端節輪６０Ａの
周方向についての隙間が存在する。段差不連続部７４では、円環化する前の第２の切破り
部７４ａの状態と同様に、小径部６１と大径部６２との間に後端節輪６０Ａの軸方向につ
いての隙間は存在しないが、後端節輪６０Ａの径方向について隙間が存在する。したがっ
て、段差不連続部７４では小径部６１と大径部６２が互いに突き当たっていない。なお、
段差不連続部７４を半田付けする等別部材を設けることにより接合してもよい。
【００６８】
　図２３は、図２２の２３－２３線断面図である。図２３に示すように、円環化を行った
後、第１の切破り部６７ａでは大径部６２と凸部６４とが互いに突き当たっている第１の
突当たり部６７ｂが形成される。そして、図２２に示すように、大径部６２と凸部６４と
が互いに突き当たっている第１の突当たり部６７ｂで、大径部６２と凸部６４とを、例え
ばレーザー溶接により接合する。図２５に示すように、第１の突当たり部６７ｂを接合す
ることで後端節輪６０Ａの第１の凸部接合部６７が形成される。
【００６９】
　図２４は、図２２の２４－２４線断面図である。図２４に示すように、後端節輪準備体
６０Ａａの円環化を行った後、第１の切抜き部６６ａで大径部６２と凸部６４とが互いに
突き当たっている第２の突当たり部６６ｂを形成する。そして、図２２に示すように、大
径部６２と凸部６４が互いに突き当たっている第２の突当たり部６６ｂで、大径部６２と
凸部６４とを、例えばレーザー溶接により接合する。図２５に示すように、第２の突当た
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り部６６ｂを接合することで第２の凸部接合部６６が形成される。以上の工程により、後
端節輪６０Ａが形成される。
【００７０】
　なお、本実施形態において、凸部６４は第１の段曲げ部７１から大径部６２に向けて突
出しているが、凸部６４が第１の段曲げ部７１から小径部６１に向けて突出している構成
にしてもよい。この場合、凸部６４は小径部６１と同一平面状に形成される。
【００７１】
　次に、最も先端部６側の節輪である前端節輪６０Ｂの構成について説明する。前端節輪
６０Ｂでは、後端節輪６０Ａで小径部６１の一端側に突出した状態で配設されている突出
部舌片部２２の代わりに、貫通孔舌片部２６が配設されている。なお、前端節輪６０Ｂの
その他の構成及び製造方法は後端節輪６０Ａと同様であるため、前端節輪６０Ｂについて
は後端節輪６０Ａと同一の参照符号を付してその説明を省略する。
【００７２】
　次に、上記構成の湾曲部の作用について説明する。
【００７３】
　本実施形態の湾曲部では、最も操作部３側の節輪である後端節輪６０Ａ及び最も先端部
６側の節輪である前端節輪６０Ｂが小径部６１、大径部６２及び凸部６４を有する。そし
て、円環化を行う前の後端節輪準備体６０Ａａ及び前端節輪準備体６０Ｂａの小径部準備
部６１ａと大径部準備部６２ａとの間には第２の切破り部７４ａが、大径部準備部６２ａ
と凸部６４との間には第１の切抜き部６６ａ、第１の切破り部６７ａ及び第２の切抜き部
６８ａが設けられている。後端節輪準備体６０Ａａ及び前端節輪準備体６０Ｂａの円環化
を行う際、第１の切破り部６７ａ、第２の切破り部７４ａ、第１の切抜き部６６ａ及び第
２の切抜き部６８ａが設けられていることにより、小径部６１と大径部６２の周長差によ
って生じる変形が防止される。
【００７４】
　また、後端節輪６０Ａ及び前端節輪６０Ｂでは、小径部６１と大径部６２の間に、大径
部６２と段差のない状態で凸部６４を設けている。段差部７０での小径部６１と大径部６
２との段差ｄ２は、小径部６１及び大径部６２の肉厚ｔより大きいが、凸部６４が設けら
れているため、円環化を行った後、第１の切抜き部６６ａ及び第１の切破り部６７ａでは
大径部６２と凸部６４の間に後端節輪６０Ａの径方向についての隙間は存在しない。また
、円環化を行った後、第１の切抜き部６６ａでは後端節輪６０Ａの周方向について、第１
の切破り部６７ａでは後端節輪６０Ａの軸方向について、大径部６２と凸部６４の間に隙
間が存在しない。したがって、円環化を行った後、第１の切抜き部６６ａ及び第１の切破
り部６７ａでは大径部６２と凸部６４が互いに段差なく突き当たっていて、それぞれ第２
の突当たり部６６ｂ、第１の突当たり部６７ｂを形成する。第２の突当たり部６６ｂ、第
１の突当たり部６７ｂで、大径部６２と凸部６４は他の部材を設けることなく接合される
。
【００７５】
　そこで、上記構成の湾曲部については以下の効果を奏する。すなわち、本実施形態の湾
曲部では最も操作部３側の節輪である後端節輪６０Ａ及び最も先端部６側の節輪である前
端節輪６０Ｂの円環化を行う前の後端節輪準備体６０Ａａ及び前端節輪準備体６０Ｂａの
小径部準備部６１ａと大径部準備部６２ａとの間に第１の切破り部６７ａ、第２の切破り
部７４ａ、第１の切抜き部６６ａ及び第２の切抜き部６８ａを設けることにより、後端節
輪準備体６０Ａａ及び前端節輪準備体６０Ｂａの円環化を行う際、小径部６１と大径部６
２の周長差によって生じる変形を防止することができる。これにより、後端節輪６０Ａ及
び前端節輪６０Ｂの製造時の精度を向上させることができる。
【００７６】
　また、大径部６２と同一平面上に凸部６４を設けることで、円環化を行った後、第１の
切抜き部６６ａ及び第１の切破り部６７ａでは大径部６２と凸部６４が互いに段差なく突
き当たっていることにより、段差部７０での小径部６１と大径部６２の段差ｄ２が小径部
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６１及び大径部６２の肉厚ｔより大きい場合でも、第１の切抜き部６６ａ及び第１の切破
り部６７ａでは大径部６２と凸部６４が互いに段差なく突き当たっていて、それぞれ第２
の突当たり部６６ｂ、第１の突当たり部６７ｂを形成する。このため、第２の突当たり部
６６ｂ及び第１の突当たり部６７ｂで、大径部６２と凸部６４が他の部材を設けることな
く接合される。これにより、接合する工程を簡略化するとともに、より高強度な第２の凸
部接合部６６及び第１の凸部接合部６７を形成することができる。
【００７７】
　次に本発明の第３の実施形態について図２６乃至図３４を参照して説明する。本実施形
態では第１の実施形態の湾曲部５の構成を次の通り変更したものである。なお、第１の実
施形態と同一の部分については同一の符号を付して、その説明は省略する。
【００７８】
　最も操作部３側の節輪である後端節輪８０Ａについて説明する。後端節輪８０Ａは、図
２６に示すような平板状の後端節輪準備体８０Ａａから形成される。後端節輪準備体８０
Ａａは、金属平板である薄板をプレス加工等することにより形成される。図２６に示すよ
うに、後端節輪準備体８０Ａａは、小径部準備部８１ａと、大径部準備部８２ａと、を有
する。図３４は、後端節輪８０Ａの構成を示す図である。図３４に示すように、後述する
工程により後端節輪８０Ａを形成した状態では、小径部準備部８１ａは径が節輪１１と同
程度の小径部８１となり、大径部準備部８２ａは径が小径部８１より大きい大径部８２と
なる。
【００７９】
　図２６に示すように、小径部準備部８１ａの大径部準備部８２ａと反対側の端面には一
対の突出部舌片部２２が突出した状態で配設されている。突出部舌片部２２にはバーリン
グ加工により突出部２３が形成されている。後述する工程により後端節輪８０Ａを形成し
た状態では、突出部舌片部２２が後端節輪８０Ａの周方向に１８０°離れた位置に配設さ
れる。後端節輪８０Ａは突出部舌片部２２の突出部２３で、隣り合う節輪１１の貫通孔舌
片部２６の貫通孔２７と連結する。また、図３４に示すように、小径部８１には一対のワ
イヤー受け３２が突出部舌片部２２とは小径部８１の周方向に互いに９０°ずれて設けら
れている。
【００８０】
　後端節輪８０Ａを形成する際、まず、図２６に示すように、後端節輪準備体８０Ａａの
大径部準備部８２ａに、第１の切破り部８６ａ、第２の切破り部８７ａ及び第３の切破り
部８８ａを形成する。第１の切破り部８６ａ及び第３の切破り部８８ａは後端節輪８０Ａ
の軸方向（図２６乃至図３６Ｂの矢印Ｉ方向。本実施形態において、以下同様とする。）
に沿って、第２の切破り部８７ａは後端節輪８０Ａの周方向（図２６乃至図３６Ｂの矢印
Ｊ方向。本実施形態において、以下同様とする。）に沿って形成されている。第１の切破
り部８６ａ、第２の切破り部８７ａ、第３の切破り部８８ａを形成することで、第２の切
破り部８７ａと小径部準備部８１ａとの間に凸部８４が形成される。また、小径部準備部
８１ａと大径部準備部８２ａの間には、後端節輪８０Ａの周方向に沿って段差切破り部９
２ａが形成されている。第１の切破り部８６ａ、第２の切破り部８７ａ、第３の切破り部
８８ａ及び段差切破り部９２ａはシャーリングで裁断することで形成される。図２７（Ａ
）は、図２６の２７Ａ－２７Ａ線段面図である。図２７（Ａ）に示すように、第２の切破
り部８７ａでは、大径部準備部８２ａと凸部８４の間は不連続だが、大径部準備部８２ａ
と凸部８４は互いに突き当たっている。図２７（Ｂ）は、図２６の２７Ｂ－２７Ｂ線断面
図である。図２７（Ｂ）に示すように、段差切破り部９２ａでは、小径部準備部８１ａと
大径部準備部８２ａの間は不連続だが、小径部準備部８１ａと大径部準備部８２ａが互い
に突き当たっている。図２８は、図２６の２８－２８線断面図である。図２８に示すよう
に、第１の切破り部８６ａ及び第３の切破り部８８ａでは大径部準備部８２ａと凸部８４
との間は不連続だが、大径部準備部８２ａと凸部８４は互いに突き当たっている。
【００８１】
　図２９は、図２６の後端節輪準備体８０Ａａに段差を形成した状態を示す図である。図
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２９に示すように、後端節輪準備体８０Ａａの小径部準備部８１ａと大径部準備部８２ａ
の間の凸部８４、段差切破り部９２ａ以外の部分に、後端節輪８０Ａの周方向に沿って段
曲げ部９１を形成する。本実施形態での段曲げ部９１は、絞り加工で、後端節輪８０Ａの
軸方向に材料の移動がない条件で形成されている。段曲げ部９１を形成することによって
、段曲げ部９１及び段差切破り部９２ａによって、後端節輪８０Ａの周方向に沿って段差
部９０が形成される。なお、小径部準備部８１ａと凸部８４との間には段差がなく、小径
部準備部８１ａと凸部８４は同一平面上に設けられている。
【００８２】
　図３０（Ａ）は、図２９の３０Ａ－３０Ａ線断面図である。図３０（Ａ）に示すように
、段差部９０では、小径部準備部８１ａと大径部準備部８２ａの間に段差ｄ３有する。こ
こで、段差ｄ３は、小径部準備部８１ａ及び大径部準備部８２ａの肉厚ｔと同一に形成さ
れている。図３０（Ａ）に示すように、段曲げ部９１では小径部準備部８１ａと大径部準
備部８２ａとが連続している。図３０（Ｂ）は、図２９の３０Ｂ－３０Ｂ線断面図である
。図３０（Ｂ）に示すように、段差切破り部９２ａでは小径部準備部８１ａと大径部準備
部８２ａの間は不連続だが、後端節輪８０Ａの軸方向についての隙間はほとんど存在しな
い。また、段差切破り部９２ａでは、後端節輪８０Ａの径方向（図２９乃至図３６Ｂの矢
印Ｋ方向。本実施形態において、以下同様とする。）について小径部準備部８１ａと大径
部準備部８２ａは間に段差ｄ３を有する。
【００８３】
　図３０（Ｃ）は、図２９の３０Ｃ－３０Ｃ線断面図である。図３０（Ｃ）に示すように
、第２の切破り部８７ａでは、大径部準備部８２ａと凸部８４との間は不連続だが、後端
節輪８０Ａの軸方向について隙間はほとんど存在しない。また、凸部８４は小径部準備部
８１ａと同一平面上に配置されるため、第２の切破り部８７ａでは、凸部８４と小径部準
備部８１ａは間に段差ｄ３を有する。
【００８４】
　図３１は、図２９の３１－３１線断面図である。図３１に示すように、第１の切破り部
８６ａ、第３の切破り部８８ａでは、大径部準備部８２ａと凸部８４との間は不連続だが
、後端節輪８０Ａの周方向について隙間はほとんど存在しない。また、凸部８４は小径部
準備部８１ａと同一平面上に配置されるため、第１の切破り部８６ａ、第３の切破り部８
８ａでは、凸部８４と小径部準備部８１ａは間に段差ｄ３を有する。
【００８５】
　そして、小径部準備部８１ａ及び大径部準備部８２ａをＵ字状に曲げるＵ字曲げ加工を
行い、その後、小径部準備部８１ａ及び大径部準備部８２ａを円環化するＯ字曲げ加工を
行うことで、図３２に示すような後端節輪円環体８０Ａｂが形成される。円環化を行った
後、小径部準備部８１ａによって径が節輪１１と同程度の小径部８１が形成され、大径部
準備部８２ａによって径が小径部８１より大きい大径部８２が形成される。後端節輪準備
体８０Ａａでは第１の切破り部８６ａ、第２の切破り部８７ａ、第３の切破り部８８ａ及
び段差切破り部９２ａが設けられていることにより、円環化を行う際に、小径部８１と大
径部８２の周長差によって生じる変形が防止される。
【００８６】
　図３２に示すように、後端節輪円環体８０Ａｂでは、小径部８１に軸方向に沿って小径
部不連続部４５ａが、大径部８２に軸方向に沿って大径部不連続部４６ａが形成されてい
る。小径部不連続部４５ａで小径部準備部８１ａの両端を、大径部不連続部４６ａで大径
部準備部８２ａの両端を、例えばレーザー溶接によって接合する。図３４に示すように、
小径部不連続部４５ａを接合することで後端節輪８０Ａの小径部接合部４５が形成され、
大径部不連続部４６ａを接合することで後端節輪８０Ａの大径部接合部４６が形成される
。
【００８７】
　後端節輪円環体８０Ａｂは、後端節輪準備体８０Ａａの段曲げ部９１によって形成され
る段曲げ部９１と、段差切破り部９２ａによって形成される段差不連続部９２と、第２の
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切破り部８７ａによって形成される第１の凸部不連続部８７と、を有する。段曲げ部９１
では、円環化する前の状態と同様に、小径部８１と大径部８２とが段差ｄ３を有した状態
で連続している。段差不連続部９２では、円環化する前の段差切破り部９２ａの状態と同
様に、小径部８１と大径部８２の間に後端節輪８０Ａの径方向についての隙間は存在しな
い。また、段差切破り部９２ａでは小径部８１と大径部８２の間に後端節輪８０Ａの軸方
向については段差ｄ３を有する。第１の凸部不連続部８７では、円環化する前の第２の切
破り部８７ａの状態と同様に、大径部８２と凸部８４との間に、後端節輪８０Ａの軸方向
について隙間が存在しない。また、凸部８４は小径部８１と同一平面上に配置されるため
、第２の切破り部８７ａでは大径部８２と凸部８４との間に段差ｄ３を有する。なお、段
差不連続部９２で小径部８１と大径部８２を、第１の凸部不連続部８７で大径部８２と凸
部８４を、別部材を設ける等して接合してもよい。
【００８８】
　図３３は、図３２の３３－３３線断面図である。図３３に示すように、後端節輪準備体
８０Ａａの円環化を行った後、第３の切破り部８８ａでは大径部８２と凸部８４との間に
、後端節輪８０Ａの周方向について隙間が存在する。したがって、円環化を行った後、第
３の切破り部８８ａでは、大径部８２と凸部８４とが互いに突き当たっておらず、第２の
凸部不連続部８８が形成される。
【００８９】
　また、図３３に示すように、大径部８２と凸部８４との間の段差ｄ３が大径部８２及び
凸部８４の肉厚ｔと同一であるため、円環化を行った後、第１の切破り部８６ａで大径部
８２と凸部８４とが互いに重なり合っていて、重ね合わせ部８６ｂを形成する。そして、
図３２に示すように、大径部８２と凸部８４が互いに重なり合っている重ね合わせ部８６
ｂで、大径部８２と凸部８４とを、例えばレーザー溶接により接合する。重ね合わせ部８
６ｂを接合することで、図３４に示すように凸部接合部８６が形成される。以上の工程に
より後端節輪８０Ａが形成される。
【００９０】
　なお、本実施形態において、凸部８４は小径部８１から大径部８２に向けて突出してい
るが、凸部８４が大径部８２から小径部８１に向けて突出している構成にしてもよい。こ
の場合、凸部８４は大径部８２と同一平面上に配置される。
【００９１】
　次に、最も先端部６側の節輪である前端節輪８０Ｂの構成について説明する。前端節輪
８０Ｂでは、後端節輪８０Ａで小径部８１の一端側に突出した状態で配設されている突出
部舌片部２２の代わりに、貫通孔舌片部２６が配設されている。なお、前端節輪８０Ｂの
その他の構成及び製造方法は後端節輪８０Ａと同様であるため、前端節輪８０Ｂについて
は後端節輪８０Ａと同一の参照符号を付してその説明を省略する。
【００９２】
　次に、上記構成の湾曲部の作用について説明する。
【００９３】
　本実施形態の湾曲部では、最も操作部３側の節輪である後端節輪８０Ａ及び最も先端部
６側の節輪である前端節輪８０Ｂが小径部８１、大径部８２及び凸部８４を有する。そし
て、円環化を行う前の後端節輪準備体８０Ａａ及び前端節輪準備体８０Ｂａの小径部準備
部８１ａと大径部準備部８２ａとの間には段差切破り部９２ａが、大径部準備部８２ａと
凸部８４との間には第１の切破り部８６ａ、第２の切破り部８７ａ及び第３の切破り部８
８ａが設けられている。後端節輪準備体８０Ａａ及び前端節輪準備体８０Ｂａの円環化を
行う際、第１の切破り部８６ａ、第２の切破り部８７ａ、第３の切破り部８８ａ及び段差
切破り部９２ａが設けられていることにより、小径部８１と大径部８２の周長差によって
生じる変形が防止される。
【００９４】
　また、後端節輪８０Ａ及び前端節輪８０Ｂでは、小径部８１と大径部８２の間に、小径
部８１と段差のない状態で凸部８４を設けている。段差部９０での小径部８１と大径部８
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２との段差ｄ３は小径部８１及び大径部８２の肉厚ｔと同一であるため、小径部８１と同
一平面上の凸部８４と大径部８２との間の段差も肉厚ｔと同一のｄ３である。このため、
第１の切破り部８６ａでは大径部８２と凸部８４が重なり合っていて、重ね合わせ部８６
ｂが形成される。重ね合わせ部８６ｂで、大径部８２と凸部８４が互いに重なり合った状
態で、他の部材を設けることなく接合され、凸部接合部８６が形成される。
【００９５】
　そこで、上記構成の湾曲部については以下の効果を奏する。すなわち、本実施形態の湾
曲部では最も操作部３側の節輪である後端節輪８０Ａ及び最も先端部６側の節輪である前
端節輪８０Ｂの円環化を行う前の後端節輪準備体８０Ａａ及び前端節輪準備体８０Ｂａの
小径部準備部８１ａと大径部準備部８２ａとの間に第１の切破り部８６ａ、第２の切破り
部８７ａ、第３の切破り部８８ａ及び段差切破り部９２ａを設けることにより、後端節輪
準備体８０Ａａ及び前端節輪準備体８０Ｂａの円環化を行う際、小径部８１と大径部８２
の周長差によって生じる変形を防止することができる。これにより、後端節輪８０Ａ及び
前端節輪８０Ｂの製造時の精度を向上させることができる。
【００９６】
　また、大径部８２と凸部８４との間の段差ｄ３を大径部８２及び凸部８４の肉厚ｔと同
一に形成することで、円環化を行った後、第１の切破り部８６ａでは大径部８２と凸部８
４が互いに重なり合っている重ね合わせ部８６ｂが形成される。このため、重ね合わせ部
８６ｂで、大径部８２と凸部８４が互いに重なり合った状態で他の部材を設けることなく
接合される。これより、接合する工程を簡略化するとともにより高強度な凸部接合部８６
を形成することができる。
【００９７】
　次に、本発明の第３の実施形態の第１の変形例について図３５Ａ及び図３５Ｂを参照し
て説明する。第１の変形例は後端節輪８０Ａ及び前端節輪８０Ｂの段差部９０での小径部
８１と大径部８２との段差ｄ４が小径部８１及び大径部８２の肉厚ｔより小さい場合につ
いてである。なお、前端節輪８０Ｂのその他の構成及び製造方法は後端節輪８０Ａと同様
であるため、以下の説明では、前端節輪８０Ｂについては後端節輪８０Ａと同一の参照符
号を付してその説明を省略する。
【００９８】
　図３５Ａに示すように、第１の変形例の湾曲部の後端節輪８０Ａを形成する後端節輪準
備体８０Ａａでは、小径部準備部８１ａと凸部８４との間に第２の段曲げ部９３が設けら
れている。
【００９９】
　図３５Ｂは、図３５Ａの３５Ｂ－３５Ｂ線断面図である。図３５Ｂに示すように、第２
の段曲げ部９３では小径部準備部８１ａと凸部８４との間に段差ｄ５を有する。凸部８４
は小径部８１より段差ｄ５だけ後端節輪８０Ａの径方向について内側に配置されている。
小径部準備部８１ａと凸部８４との段差ｄ５を設けることで、大径部準備部８２ａと凸部
８４との間に小径部８１及び大径部８２の肉厚ｔと同一の段差ｄ３が形成される。
【０１００】
　これにより、後端節輪準備体８０Ａａの円環化後の後端節輪円環体８０Ａｂでは、凸部
８４と大径部８２との間の段差は凸部８４及び大径部８２の肉厚ｔと同一のｄ３である。
このため、第１の切破り部８６ａでは大径部８２と凸部８４が重なり合っていて、重ね合
わせ部８６ｂが形成される。重ね合わせ部８６ｂで、大径部８２と凸部８４が互いに重な
り合った状態で、他の部材を設けることなく接合され、凸部接合部８６が形成される。
【０１０１】
　なお、本変形例では、小径部８１と大径部８２との段差ｄ４が小径部８１及び大径部８
２の肉厚ｔより小さいため、円環化後の段差不連続部９２では小径部８１と大径部８２が
互いに突き当たっている。したがって、段差不連続部９２で小径部８１と大径部８２とを
レーザー溶接等により接合してもよい。
【０１０２】
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　次に、本発明の第３の実施形態の第２の変形例について図３６Ａ及び図３６Ｂを参照し
て説明する。第２の変形例は後端節輪８０Ａ及び前端節輪８０Ｂの段差部９０での小径部
８１と大径部８２との段差ｄ６が小径部８１及び大径部８２の肉厚ｔより大きい場合につ
いてである。なお、前端節輪８０Ｂのその他の構成及び製造方法は後端節輪８０Ａと同様
であるため、以下の説明では、前端節輪８０Ｂについては後端節輪８０Ａと同一の参照符
号を付してその説明を省略する。
【０１０３】
　図３６Ａに示すように、第２の変形例の湾曲部の後端節輪８０Ａを形成する後端節輪準
備体８０Ａａでは、小径部準備部８１ａと凸部８４との間に第２の段曲げ部９３が設けら
れている。
【０１０４】
　図３６Ｂは、図３６Ａの３６Ｂ－３６Ｂ線断面図である。図３６Ｂに示すように、第２
の段曲げ部９３では小径部準備部８１ａと凸部８４との間に段差ｄ７を有する。凸部８４
は小径部８１より段差ｄ７だけ後端節輪８０Ａの径方向について外側に配置されている。
小径部準備部８１ａと凸部８４との段差ｄ７を設けることで、大径部準備部８２ａと凸部
８４との間に小径部８１及び大径部８２の肉厚ｔと同一の段差ｄ３が形成される。
【０１０５】
　これにより、後端節輪準備体８０Ａａの円環化後の後端節輪円環体８０Ａｂでは、凸部
８４と大径部８２との間の段差は凸部８４及び大径部８２の肉厚ｔと同一のｄ３である。
このため、第１の切破り部８６ａでは大径部８２と凸部８４が重なり合っていて、重ね合
わせ部８６ｂが形成される。重ね合わせ部８６ｂで、大径部８２と凸部８４が互いに重な
り合った状態で、他の部材を設けることなく接合され、凸部接合部８６が形成される。
【０１０６】
　なお、本発明において、後端節輪及び前端節輪は段差部を有する段付き節輪であるが、
後端節輪及び前端節輪のうち少なくともいずれか一方が段付き節輪であればよく、例えば
後端節輪が内視鏡の湾曲部と一体に形成される構成であってもよい。
【０１０７】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上記の実施形態に限定されるも
のではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲で種々の変形ができることは勿論である。
【図面の簡単な説明】
【０１０８】
【図１】図１は、本発明の第１の実施形態に係る内視鏡の構成を示す斜視図。
【図２】図２は、第１の実施形態に係る内視鏡の湾曲部を示す断面図。
【図３Ａ】図３Ａは、第１の実施形態に係る湾曲部の節輪を形成する節輪準備体を示す平
面図。
【図３Ｂ】図３Ｂは、第１の実施形態に係る節輪準備体をＵ字曲げ加工した状態を示す断
面図。
【図４】図４は、第１の実施形態に係る節輪準備体を円環化した節輪円環体を示す、（Ａ
）は平面図、（Ｂ）は断面図。
【図５】図５は、第１の実施形態に係る湾曲部の節輪の構成する節輪を示す斜視図。
【図６】図６の、（Ａ）は図５のＶＩＡ－ＶＩＡ線断面図、（Ｂ）は図５のＶＩＢ－ＶＩ
Ｂ線断面図。
【図７】図７は、第１の実施形態に係る湾曲部の節輪の連結状態を示す側面図。
【図８】図８は、第１の実施形態に係る湾曲部の後端節輪を形成する後端節輪準備体を示
す平面図。
【図９】図９は、図８の後端節輪準備体に切破り部、切抜き部を形成した状態を示す平面
図。
【図１０】図１０の、（Ａ）は図９の１０Ａ－１０Ａ線断面図、（Ｂ）は図９の１０Ｂ－
１０Ｂ線断面図。
【図１１】図１１は、図９の後端節輪準備体に段差部を形成した状態を示す平面図。
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【図１２】図１２の、（Ａ）は図１１の１２Ａ－１２Ａ線断面図、（Ｂ）は図１１の１２
Ｂ－１２Ｂ線断面図、（Ｃ）は図１１の１２Ｃ－１２Ｃ線断面図。
【図１３】図１３は、図１１の後端節輪準備体を円環化した後端節輪円環体を示す平面図
。
【図１４】図１４は、図１３の１４－１４線断面図。
【図１５】図１５は、第１の実施形態に係る後端節輪を示す側面図。
【図１６】図１６は、第１の実施形態に係る後端節輪を示す断面図。
【図１７】図１７は、本発明の第２の実施形態に係る後端節輪を形成する後端節輪準備体
に、切破り部、切抜き部を形成した状態を示す平面図。
【図１８】図１８の、（Ａ）は図１７の１８Ａ－１８Ａ線断面図、（Ｂ）は図１７の１８
Ｂ－１８Ｂ線断面図。
【図１９】図１９は、図１７の１９－１９線断面図。
【図２０】図２０は、図１７の節輪準備体に段差部を形成した状態を示す平面図。
【図２１】図２１の、（Ａ）は図２０の２１Ａ－２１Ａ線断面図、（Ｂ）は図２０の２１
Ｂ－２１Ｂ線断面図、（Ｃ）は図２０の２１Ｃ－２１Ｃ線断面図。
【図２２】図２２は、図２０の後端節輪準備体を円環化した後端節輪円環体を示す平面図
。
【図２３】図２３は、図２２の２３－２３線断面図。
【図２４】図２４は、図２２の２４－２４線断面図。
【図２５】図２５は、第２の実施形態に係る後端節輪を示す側面図。
【図２６】図２６は、本発明の第３の実施形態に係る後端節輪を形成する後端節輪準備体
に、切破り部を形成した状態を示す平面図。
【図２７】図２７の、（Ａ）は図２６の２７Ａ－２７Ａ線断面図、（Ｂ）は図２６の２７
Ｂ－２７Ｂ線断面図。
【図２８】図２８は、図２６の２８－２８線断面図。
【図２９】図２９は、図２６の節輪準備体に段差部を形成した状態を示す平面図。
【図３０】図３０の、（Ａ）は図２９の３０Ａ－３０Ａ線断面図、（Ｂ）は図２９の３０
Ｂ－３０Ｂ線断面図、（Ｃ）は図２９の３０Ｃ－３０Ｃ線断面図。
【図３１】図３１は、図２９の３１－３１線断面図。
【図３２】図３２は、図２９の後端節輪準備体を円環化した後端節輪円環体を示す平面図
。
【図３３】図３３は、図３２の３３－３３線断面図。
【図３４】図３４は、第２の実施形態に係る後端節輪を示す側面図。
【図３５Ａ】図３５Ａは、第３の実施形態の第１の変形例に係る湾曲部の後端節輪を形成
する後端節輪準備体に切破り部を形成し、さらに、段差部を形成した状態を示す平面図。
【図３５Ｂ】図３５Ｂは、図３５Ａの３５Ｂ－３５Ｂ線断面図。
【図３６Ａ】図３６Ａは、第３の実施形態の第２の変形例に係る湾曲部の後端節輪を形成
する後端節輪準備体に切破り部を形成し、さらに、段差部を形成した状態を示す平面図。
【図３６Ｂ】図３６Ｂは、図３６Ａの３６Ｂ－３６Ｂ線断面図。
【図３７】図３７は、従来例に係る内視鏡の湾曲部の湾曲管の構成を示す側面図。
【図３８】図３８は、従来例に係る湾曲部と可撓管の接続部の内部構造を示す断面図。
【図３９】図３９は、従来例に係る湾曲部の節輪を形成する節輪準備体を示す平面図。
【図４０】図４０は、図３９の節輪準備体に段差部を形成した状態を示し、（Ａ）は平面
図、（Ｂ）は（Ａ）の４０Ｂ－４０Ｂ線断面図。
【図４１】図４１は、図４０の節輪準備体にＵ字曲げ加工を行った状態を示す断面図。
【図４２】図４２の、（Ａ）は図４０の節輪準備体にＵ字曲げ加工を行った状態を示す平
面図、（Ｂ）は（Ａ）の４２Ｂ－４２Ｂ線断面図。
【図４３】図４３は、従来例に係る湾曲部の節輪を示し、（Ａ）は節輪を形成する節輪準
備体を示す平面図、（Ｂ）は（Ａ）の節輪準備体を円環化した状態を示す平面図、（Ｃ）
（Ｄ）は（Ｂ）の節輪準備体に段差部を形成した状態を示す平面図。
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【符号の説明】
【０１０９】
　５…湾曲部、　１０…湾曲管、　１１…節輪　１１Ａ，６０Ａ，８０Ａ…後端節輪　１
１Ｂ，６０Ｂ，８０Ｂ…前端節輪、　１２…外皮チューブ、　４１，６１，８１…小径部
、　４２，６２，８２…大径部、　５０，７０，９０…段差部、　５１…段曲げ部、　５
２…段差接合部、　５３…段差不連続部、　６４，８４…凸部、　１１Ａａ…後端節輪準
備体、　１１Ｂａ…前端節輪準備体、　１１Ａｂ…後端節輪円環体、　５２ａ…切破り部
、　５３ａ…切抜き部、　５２ｂ…突き当たり部。

【図１】

【図２】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】



(25) JP 2010-154953 A 2010.7.15

【図４】 【図５】

【図６】 【図７】



(26) JP 2010-154953 A 2010.7.15

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】 【図１３】

【図１４】



(27) JP 2010-154953 A 2010.7.15

【図１５】

【図１６】

【図１７】

【図１８】

【図１９】

【図２０】

【図２１】



(28) JP 2010-154953 A 2010.7.15

【図２２】

【図２３】

【図２４】

【図２５】

【図２６】

【図２７】

【図２８】

【図２９】



(29) JP 2010-154953 A 2010.7.15

【図３０】

【図３１】

【図３２】

【図３３】

【図３４】

【図３５Ａ】

【図３５Ｂ】

【図３６Ａ】



(30) JP 2010-154953 A 2010.7.15

【図３６Ｂ】

【図３７】

【図３８】

【図３９】

【図４０】

【図４１】

【図４２】

【図４３】



(31) JP 2010-154953 A 2010.7.15

10

20

30

フロントページの続き

(74)代理人  100095441
            弁理士　白根　俊郎
(74)代理人  100084618
            弁理士　村松　貞男
(74)代理人  100103034
            弁理士　野河　信久
(74)代理人  100119976
            弁理士　幸長　保次郎
(74)代理人  100153051
            弁理士　河野　直樹
(74)代理人  100140176
            弁理士　砂川　克
(74)代理人  100100952
            弁理士　風間　鉄也
(74)代理人  100101812
            弁理士　勝村　紘
(74)代理人  100070437
            弁理士　河井　将次
(74)代理人  100124394
            弁理士　佐藤　立志
(74)代理人  100112807
            弁理士　岡田　貴志
(74)代理人  100111073
            弁理士　堀内　美保子
(74)代理人  100134290
            弁理士　竹内　将訓
(74)代理人  100127144
            弁理士　市原　卓三
(74)代理人  100141933
            弁理士　山下　元
(72)発明者  北川　英哉
            東京都渋谷区幡ヶ谷２丁目４３番２号　オリンパス株式会社内
Ｆターム(参考) 2H040 DA16  DA17  DA18 
　　　　 　　  4C061 FF33  FF34  JJ06 



专利名称(译) 内窥镜弯曲部分和制造阶梯式弯曲环的方法

公开(公告)号 JP2010154953A 公开(公告)日 2010-07-15

申请号 JP2008334812 申请日 2008-12-26

[标]申请(专利权)人(译) 奥林巴斯株式会社

申请(专利权)人(译) 奥林巴斯公司

[标]发明人 北川英哉

发明人 北川 英哉

IPC分类号 A61B1/00 G02B23/24

FI分类号 A61B1/00.310.A G02B23/24.A A61B1/008.510 A61B1/008.511

F-TERM分类号 2H040/DA16 2H040/DA17 2H040/DA18 4C061/FF33 4C061/FF34 4C061/JJ06 4C161/FF33 4C161
/FF34 4C161/JJ06

代理人(译) 河野 哲
中村诚
河野直树
冈田隆
山下 元

外部链接 Espacenet

摘要(译)

要解决的问题：在制造后端关节环和前端关节环时提供高精度的内窥镜
弯曲部件，并提供制造该内窥镜弯曲部件的方法。 ŽSOLUTION：弯曲
部分5在后端接头环制备主体11Aa和前端的小直径部分准备部分41a和大
直径部分准备部分42a之间具有切口部分52a和切口部分53a。端部接头
环制备体11Ba在卷绕之后，作为最接近操作部3侧的接合环的后端接合
环11A和作为最靠近远端6侧的接合环的前端接合环11B。利用这种结
构，在后端接头环制备体11Aa和前端接头环制备体11Ba的卷绕中，防止
了由小直径部分41和大直径部分42之间的周长差异引起的变形。因此，
可以提高后端接头环11A和前端接头环11B的制造精度。 Ž

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/16146e64-ca80-4244-bc91-8d04458b490f
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/042573322/publication/JP2010154953A?q=JP2010154953A

